
二見、矢玉、和久、肥中、島戸、阿川 ６漁港施設

指定管理者の指定に係る申込要項



1 本施設の概要

別紙１施設の概要のとおり

２ 設置目的

３ 申込者の資格要件

(1)

(2)

(3)

(4)

(5)

(6)

(7)

(8)

４ 申込受付期間

５ 指定管理者が行う管理の基準及び業務の範囲

　 

(1) 　本施設の利用に伴う届出の受理に関すること。

(2) 　本施設の使用許可等に関すること。

(3) 　利用料金の徴収に関すること。

(4) 　本施設の管理運営に関すること。

(5) 　本施設の維持管理に関すること。

　地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定により、本
市における入札参加を制限されていないこと。

　過去２年以内に労働基準監督署から是正勧告を受けていないこと、又は是正勧告
を受けている場合にあっては、申込時に必要な処置の実施について労働基準監督署
に報告済みであること。

　暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７
号）第２条第２項に規定する暴力団をいう。）又はその構成員の統制下にある団体
でないこと。

　インボイス制度における適格請求書発行事業者として登録を受けていること。

　指定管理者は、次の業務（以下「本業務」という。）を行うこととします。本業
務の詳細は、別紙２二見、矢玉、和久、肥中、島戸、阿川 ６漁港施設における管理
運営業務の基準（以下「業務基準」という。）及び別紙３二見、矢玉、和久、肥
中、島戸、阿川 ６漁港施設の管理運営業務の処理基準（以下「処理基準」とい
う。）で示します。

　法人税、法人市県民税、事業税、消費税、地方消費税その他の租税及び労働保険
料を滞納していないこと。

　民事再生法(平成１１年法律第２２５号)による再生手続又は会社更生法（平成１
４年法律第１５４号）による更正手続中でないこと。

　令和７年８月１日（金曜日）から令和７年８月２９日（金曜日）まで（土曜日及
び日曜日並びに国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する
休日（以下「休日等」という。）を除く。）の午前９時から午後５時まで

　二見、矢玉、和久、肥中、島戸、阿川 ６漁港施設（以下「本施設」という。）の指定
管理者の指定期間が令和８年３月３１日をもって終了しますので、引き続き、本施設の利
用者サービスの向上及び維持管理業務の合理化を図るために、地方自治法（昭和２２年法
律第６７号）第２４４条の２第３項、下関市公の施設における指定管理者の指定手続等に
関する条例（平成１７年条例第２６号。以下「手続条例」という。）第６条第１項第１号
及び下関市漁港管理条例（平成１７年条例第２６４号。以下「管理条例」という。）第１
８条第１項の規定に基づき、本施設の指定管理者の指定に係る申込みを山口県漁業協同組
合から受け付ける。

　水産業の健全な発展及びこれによる水産物の供給の安定を図り、もって国民生活
の安定及び国民経済の発展に寄与し、あわせて豊かで住みよい漁村の振興に資する
こと。

次のいずれにも該当していることとします。

　指定管理者の責めに帰すべき事由により、過去２年以内に指定管理者の指定の取
消しを受けていないこと。

　本施設の管理運営に不可欠な資格等を有していること。



６ 利用料金等に関する事項

(1) 　利用料金制の採用、利用料金の取扱い

ア

イ

ウ

(2) 　区分経理・管理口座

ア

イ

７ 適正な管理運営の実施に関する事項

(1) 　本業務の実施主体

(2) 　本業務の委託又は請負の制限

(3) 　他の業務の実施

(4) 　本業務の評価

ア 　四半期業務報告書

イ 　事業報告書

ウ 　評価項目　　　

エ 　本業務の基準を満たしていない場合の措置

８

令和８年４月１日から令和１３年３月３１日まで（５年間）

　１会計年度（４月１日から翌年３月３１日まで）毎に、当該年度の末日の翌
日から起算して６０日以内に下関市に提出してください。
　なお、記載項目は、別途基本協定において定めます。

　評価項目は、別途基本協定において定めます。

指定の期間（予定）

　指定期間中は、次の書類を漁港施設ごとに提出していただき、それらを基に下関
市が本業務の評価を実施します。

　四半期毎に、当該期間の末日の翌日から起算して１０日以内に下関市に提出
してください。
　なお、記載項目は、別途基本協定において定めます。

　利用料金制を採用します。指定管理者は本施設の使用許可を受けた者から徴
収する利用料金を、指定管理者の収入として収受することになります。別途下
関市から本業務に関する指定管理料の支払は行いません。

　本業務の実施に係る収入及び支出を適切に管理することを目的として、利用
料金及び管理運営に要する経費は、専用の口座で管理してください。
　ただし、団体の経理処理に当たり、独立した口座による管理を行うことで経
理上支障がある場合において、本業務に係る収支の明確化及び透明性の確保が
できると市が承認したときは、本業務に係る独立した口座以外の口座を使用す
ることは可能です。

　指定管理者は、管理条例第１９条第３項の定めに基づき、特別の事由がある
と認めるときは、下関市と協議の上、利用料金を減免することができます。

　利用料金の額は、管理条例第１９条第２項で定める範囲内において、指定管
理者があらかじめ下関市長の承認を受けて定めることになります。

　指定管理者は、施設の管理運営の実施主体として、適正に本業務を実施していた
だきます。

　指定管理者は、本業務の全部を第三者に委託し、又は請け負わせることはできま
せん。ただし、業務の一部を第三者に委託し、又は請け負わせるに当たって、予め
下関市が承認した場合はこの限りではありません。

　指定管理者が本業務の実施に当たっては、本業務と他の業務とは相互に関係をも
たせることなく、区別して実施してください。

　本業務に係る経理とその他の業務に係る経理とを明確に区分して管理してく
ださい。

　本業務の評価の結果、下関市が定めた業務基準及び処理基準を満たしていな
いと判断した場合、下関市は改善指示を行い、改善がみられない場合は指定を
取り消すことがあります。



９

１０

(1) 　「基本協定」において定める主な事項

第１章　総則

第２章　管理運営業務の範囲等

第３章　管理運営業務の実施

第４章　管理運営業務の管理

第５章　指定管理料及び利用料金

第６章　損害賠償及び不可抗力

第７章　指定期間の終了等

第８章　指定の取消し等

第９章　その他

(2) 　「年度協定」において定める主な事項

１１ 申込方法及び問合せ先

(1) 　申込方法

ア 　提出書類

　①申込書（様式第１号）

　②甲種漁港施設の管理運営に係る事業計画書（様式第２号）

　③収支予算書（様式第３号）

　④利用料金設定表（様式第４号）

　権利及び義務の譲渡の制限、著作権等の使用、暴力団等の排除、障害者就労施設
等への配慮、障害を理由とした差別の解消に係る措置、特定個人情報の取扱い等、
監査、請求、通知等の様式等、協定の変更、解釈、協定の費用、公租公課の負担、
質疑についての協議、裁判管轄

　趣旨、管理運営業務の内容、年間事業計画書の提出期限、協定の費用、定めのな
い事項、疑義の解決、履行の決定

　乙の管理運営業務の範囲等、管理運営業務からの除外、乙の管理運営業務の範囲
等の変更

　管理運営業務の実施、関係法令の遵守、使用許可の運用、業務開始の準備、従業
員の配置、管理運営業務の委託又は請負の制限、管理施設の改修等の分担、乙の責
めに帰すべき管理施設の修繕等、緊急事態への対応、災害拠点としての対応、情報
管理及び情報公開、個人情報の保護、しものせきエコマネジメントプランに基づく
特記事項

　指定管理料、利用料金、経理及び指定管理者の口座

　損害賠償等、第三者への賠償、保険、不可抗力によって発生した費用等の負担、
不可抗力による管理運営業務の一部の実施の免除

　管理運営業務の引継ぎ等、原状回復義務

　指定の取消し及び管理運営業務の停止等、不可抗力による指定の取消し等、本施
設の廃止による指定期間の終了

協定に関する事項

　手続条例第６条に基づき下関市指定管理者選定委員会（以下「選定委員会」とい
う。）において審査し、指定管理候補者を選定します。
　選定（審査）は、別紙４指定管理候補者選定（審査）の基準に基づいて行う予定
ですが、選定委員会において変更の可能性があります。

　下関市が指定管理者を指定後、下関市と指定管理者は両者の協議に基づき協定を
締結します。協定は、指定期間を通じて当該施設の管理運営に関する基本事項を定
めた「基本協定」と、指定期間中の年度ごとに管理運営業務の実施等に関する事項
を定めた「年度協定」に区別しています。

　基本協定の目的、用語の定義、指定管理者の指定の意義及び公共性の尊重、信義
誠実の原則、本施設の設置目的、管理施設、指定期間及び会計年度

選定の基準

　年間事業計画書の提出、年間事業計画書の変更、業務報告書の提出、事業報告書
の提出、経営状況の確認、管理運営業務のモニタリング、改善指示、指定の取消し
等、モニタリングの公表



　⑤業務報告書（令和６年度分）

　⑥宣誓書（様式第５号）

　⑦団体の概要を記載した書類

　⑧船舶の保管に関する知識及び経験を有する旨の説明書

　⑨定款

　⑩履歴事項全部証明書

　⑪市税、県税及び国税を滞納していないことの証明書

　⑫労働保険料を滞納していないことの証明書

イ 　提出部数等

　

ウ 　提出期限

　令和７年８月２９日（金曜日）午後５時まで

エ 　提出先

　下関市役所豊北総合支所建設農林水産課

オ 　留意点

　申込みに係る一切の費用は、申込者の負担とします。

(2) 　問合せ先

〒759-5592

下関市豊北町大字滝部３１４０－１

下関市役所豊北総合支所建設農林水産課

電話番号：083-782-1910

FAX番号 ：083-782-0193

e-mail：hhnourin@city.shimonoseki.yamaguchi.jp

　提出書類①から⑫までを一式として漁港施設ごとに１部（※ただし、提出書
類
⑥から⑫については、漁港施設分全てについて正本である必要はなく、１漁港
施
設のみ正本とし、その他の漁港施設分については、写しで可とします。）















































別紙８

個人情報取扱特記事項

（基本的事項）

第１ 指定管理者は、個人情報の保護の重要性を認識し、本業務の実施に当たっては

個人の権利利益を害することのないよう、個人情報の取扱いを適正に行わなければ

ならない。

（秘密の保持）

第２ 指定管理者は、本業務に関して知り得た個人情報をみだりに他に漏らしてはな

らない。本業務が終了し、又は指定期間が満了した後においても、同様とする。

（収集の制限）

第３ 指定管理者は、本業務を行うために個人情報を収集するときは、業務を達成す

るために必要な範囲内で、適法かつ適正な方法により行わなければならない。

（目的外利用及び提供の禁止）

第４ 指定管理者は、下関市の指示又は承認があるときを除き、本業務に関して知り

得た個人情報を本業務の目的以外のために利用し、又は第三者に提供してはならな

い。

（適正管理）

第５ 指定管理者は、本業務に関して知り得た個人情報の漏えい、滅失、き損の防止

その他の個人情報の適切な管理のために必要な措置を講じなければならない。

（複写又は複製の禁止）

第６ 指定管理者は、下関市の承認があるときを除き、本業務を処理するために下関

市から引き渡された個人情報が記録された資料等の複写、複製、又はこれらに類す

る行為をしてはならない。

（持ち出しの禁止等）

第７ 指定管理者は、個人情報を指定管理施設外に持ち出し、又は電子メールで送

信してはならない。ただし、下関市が特に必要と認める場合は、この限りでない。

第８ 前条のただし書により、指定管理者が、個人情報を記録媒体に保存し搬送する

とき、又は電子メールで送信するときは、個人情報を暗号化し、滅失、漏えい、き

損等の防止に必要な措置をとらなければならない。

（保護状況の検査）

第９ 下関市は、必要があると認めるときは、指定管理者の個人情報保護状況につい

て検査を実施することができる。

（再委託の禁止）

第 10 指定管理者は、本業務を行うための個人情報の処理は、自ら行うものとし、

下関市の承認があるときを除き、第三者にその取扱いを委託又はこれに類する行為

をしてはならない。

（資料等の返還等）

第 11 指定管理者は、本業務を処理するために下関市から引き渡され、又は指定管



理者自らが収集し、若しくは作成した個人情報が記録されている資料等は、業務完

了後直ちに下関市に返還し、又は引き渡すものとする。ただし、下関市が別に指示

したときは、その指示に従うものとする。

（事故発生時における報告）

第 12 指定管理者は、この特記事項に違反する事態が生じ、又は生ずるおそれのあ

ることを知ったときは、速やかに下関市に報告し、下関市の指示に従うものとする。



別紙９

特記仕様書（環境編簡易）

下関市は、「しものせきエコマネジメントプラン」に基づいた環境マネジメン

トシステムを構築し、「下関市環境方針」に基づき、下関市の組織が行う事業活

動における環境配慮及び環境保全に関する行動を適切に実行することとしてい

る。この取り組みには指定管理者の協力が不可欠であり、業務関係者の本業務

の管理や本業務の実施などに当たり、指定管理者は、「しものせきエコマネジメ

ントプラン」の趣旨を理解し、次の項目について実施すること。

１ 環境関連法令について

指定管理者は、本業務の実施に際しては、環境関連法令を遵守し、常に適

切な管理を行うこと。

２ 事故発生時の対応

指定管理者は、本業務の実施中に事故が発生した場合は、必要な処置を講

ずるとともに下関市へ報告し、その指示に従うこと。なお、詳細な報告は、

文書で後日行うこと。

３ 苦情発生時の対応

指定管理者は、本業務に関する苦情を受け付けたときは、応急的な措置が

必要な場合は応急処置を講ずるとともに下関市へ報告し、その指示に従うこ

と。なお、詳細な報告は、文書で後日行うこと。

４ 配慮事項

指定管理者は、本業務の実施に際しては、次の各号に配慮すること。

（１）使用する車両から排出するガス及び騒音振動を低減するようできる限

りエコドライブを励行すること。

（２）本業務の報告書の作成に当たっては、可能な限り再生紙等を利用する

こと。

（３）本業務の報告書の作成に当たっては、可能な限り両面印刷に努めるこ

と｡

（４）環境ラベリング制度（エコマーク・グリーンマーク）の対象となって

いる製品を可能な限り積極的に使用すること。

（５）使用する物品は、可能な限り再生品を使用すること｡

（６）リサイクル（分別）可能な製品を積極的に使用すること｡

（７）公共交通機関の利用及び効率的に車を使用すること｡

（８）本業務の実施箇所周辺の環境に与える負荷の抑制及び周辺地区の環境

美化に努めること｡



別紙１０

下関市暴力団排除条例による措置に係る特記事項

（総則）

第１条 下関市と指定管理者は、下関市暴力団排除条例第３条に規定する

基本理念に基づき、同条例第６条の規定による措置として、この特記事

項を設ける。

（暴力団排除に係る指定の取消し）

第２条 下関市は、指定管理者が次の各号のいずれかに該当すると認める

ときは、その指定を取り消すことができる。

(1) 役員等（指定管理者の役員又はその支店等若しくは本業務を実施す

る事務所の代表者をいう。以下同じ。）が、暴力団対策法第２条第６号

に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）であると認められる

とき。

(2) 暴力団又は暴力団員が、経営等に実質的に関与していると認められ

るとき。

(3) 役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は

第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用する

などしたと認められるとき。

(4) 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、若しくは

便宜を供与するなど直接的若しくは積極的に暴力団の維持及び運営に

協力し、又は関与していると認められるとき。

(5) 役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有

していると認められるとき。

(6) 本業務の一部の委託に係る契約又は資材、原材料等の購入契約の締

結に当たり、その相手方が前各号のいずれかに該当することを知りな

がら、当該者と契約を締結したと認められるとき。

(7) 指定管理者が、第１号から第５号までのいずれかに該当する者を本

業務の一部の委託に係る契約又は資材、原材料等の購入契約の相手方

としていた場合（第６号に該当する場合を除く。）に、下関市が指定管

理者に対して当該契約の解除を求め、指定管理者がこれに従わなかっ



たとき。

（関係機関への照会等）

第３条 下関市は、暴力団を排除する目的のため、必要と認めるときは、

指定管理者に対して、役員等についての名簿その他の必要な情報の提供

を求め、その情報を管轄の警察署に提供して、指定管理者が前条各号に

該当するか否かについて、照会できるものとする。

２ 指定管理者は、前項の規定により、下関市が当該警察署に照会を行う

ことについて、承諾するものとする。

（本業務の実施の妨害又は不当要求の際の措置）

第４条 指定管理者は、自ら又は本業務の一部の受託をさせた者（この条

において「委託事業者」という。）が、暴力団又は暴力団員から、本業務

の適正な実施の妨害又は本業務に係る不当要求を受けたときは、き然と

して拒否し、その旨を速やかに下関市に報告するとともに、管轄の警察

署に届け出なければならない。

２ 下関市、指定管理者及び委託事業者は、前項の場合において、管轄の

警察署と協力して、本業務の実施の妨害又は本業務に係る不当要求を排

除する対策を講じるものとする。



主なリスクの分担表

リスクの

種類
リスクの内容

負担する者

市
指定

管理者

分担

(協議)

指定管理者

(負担限度付)

物価変動

収支計画に多大な影響を与えるも

の
○

それ以外のもの（人件費・物件費を

含む。）
○

資金調達

金利変動

資金調達不能による管理運営の中

断等
○

金利上昇等による資金調達費用の

増加
○

法令等改廃
管理運営に直接影響する法令等の

改廃
○

税制改正

消費税及び地方消費税の税率等の

改正
○

法人税・法人住民税の税率等の改正 ○

それ以外で管理運営に影響するも

の
○

許認可等の未

取得・未更新

市が取得すべきものによるもの
○

指定管理者が取得すべきものによ

るもの
○

管理運営内容

の変更

市の施策による変更 ○

指定管理者の発案による変更 ○

市議会の議決

※

指定の議決が得られないことによ

る管理運営の開始の延期
○

需要変動
大規模な外的要因による需要変動 ○

それ以外のもの ○

管理運営の

中断・中止・

臨時休館等

市に帰責事由があるもの（施設、設

備、市の備品等の瑕疵、市による施

設改修による臨時休館等）

○

指定管理者に帰責事由があるもの

（指定管理者の管理上の瑕疵によ

る臨時休館等）

○

指定管理者の提案による自主事業

の運営
○

それ以外のもの ○

別紙１１



リスクの

種類
リスクの内容

負担する者

市
指定

管理者

分担

(協議)

指定管理者

(負担限度付)

施設等の損傷

指定管理者に帰責事由があるもの ○

指定管理者が設置した設備・備品等 ○

施設の設計･構造上の原因によるも

の
○

その他経年劣化・第三者の行為で相

手方が特定できないもの等

1 箇所当た

り 5 万円以

内のもの

利用者等へ

の損害賠償

市に帰責事由があるもの ○

指定管理者に帰責事由があるもの ○

市及び指定管理者に帰責事由があ

るもの

被害者・第三者等に帰責事由がある

もの

○

周辺地域、住

民、利用者へ

の対応

地域との協調 ○

施設の管理運営、業務内容に対する

住民及び施設利用者からの要望へ

の対応

○

それ以外のもの ○

セキュリティ

ー

指定管理者の警備不良による情報

漏えい、犯罪発生等
○

申込要項の不

備

申込要項の不備に基づくもの
○

事業終了時の

原状回復

指定期間の終了、指定の取消し等に

より指定期間中に指定管理者の業

務を行わなくなった場合の原状回

復及び撤収費用

○

不可抗力※

不可抗力による施設、設備、市の備

品等の復旧費用
○

不可抗力による管理運営の中断 ○

避難所その他の災害拠点等の開設 〇

※ 市議会の議決：このリスクは指定管理者ではなく、指定管理候補者が負担します。

※ 不可抗力：異常な暴風や豪雨、台風、洪水、津波、高潮、地震、地すべり、落盤、火災、落

雷、戦乱、内乱、テロ、侵略、暴動、ストライキ、感染症の蔓延等



別紙１２

利用者　各位 令和　　年　　月

○○○○　○○○○

○受付期間

○受付場所

○申請に必要なもの

・使用許可申請書

・船舶検査証書の写し

○○○○○○○○

〇〇漁港施設使用許可の
更新について（おしらせ）

　 令和○○年度の〇〇漁港施設使用許可の更新時期となりましたの
でお知らせします。

　 引き続き利用される方は更新申請を、使用を止められる方は廃止
届の提出をお願いします。

記



別紙１３

番号

係　　留　　者　　名　　簿

船名 申請日 使用開始 住所 氏名 登録番号 船長 利用料金
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下関市長　　　　　　　　　様

申請者 住所

氏名

1 漁港名

〇 〇

2 泊地利用料及び利用料（プレジャーボート）
（１隻当たり）

3 利用料金算定資料

別紙のとおり

4 実施期間

　　　　年　　月　　日　から　　　　年　　月　　日　まで

利用料金承認申請書

　　　年　　　月　　　日

　 甲種漁港施設の利用料金を下記のとおりとしたいので、承認されたく、地方自治法
（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第９項の規定に基づき申請します。

記

漁港

区分 単位 利用料金

動力船

短期
長さ５ｍ以下

２４時間
円

長さ５ｍを超え１ｍごと 円

長期
長さ５ｍ以下

１年
円

長さ５ｍを超え１ｍごと 円

無動力船

短期
長さ５ｍ以下

２４時間
円

長さ５ｍを超え１ｍごと 円

（消費税（地方消費税を含む）の額を含む金額）

長期
長さ５ｍ以下

１年
円

長さ５ｍを超え１ｍごと 円
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下関市長　　　　　　　　　　　様

申請者 住所

氏名

1 漁港名

〇 〇

2 泊地利用料及び利用料（プレジャーボート）
（１隻当たり）

3 利用料金算定資料

別紙のとおり

4 実施期間

　　　　年　　月　　日　から　　　　年　　月　　日　まで

利用料金変更承認申請書

　　　年　　　月　　　日

　 　　　　　年　　　月　　　日付け下豊北建第　　　号で承認を受けた甲種漁港施
設の利用料金を下記のとおり変更したいので、承認されたく、地方自治法（昭和２２年
法律第６７号）第２４４条の２第９項の規定に基づき申請します。

記

漁港

区分 単位 利用料金

動力船

短期
長さ５ｍ以下

２４時間
円

長さ５ｍを超え１ｍごと 円

長期
長さ５ｍ以下

１年
円

長さ５ｍを超え１ｍごと 円

無動力船

短期
長さ５ｍ以下

２４時間
円

長さ５ｍを超え１ｍごと 円

（消費税（地方消費税を含む）の額を含む金額)

長期
長さ５ｍ以下

１年
円

長さ５ｍを超え１ｍごと 円
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係船施設

係留船舶の状況

係留の方法の不備等（ロープの確認）

き損、盗難等の被害の確認※

不法係留艇の有無と注意

長期不在艇の有無と注意

海面油濁、水上障害物の有無※

車両の状況

長期駐車車両の確認

騒音等迷惑行為に対する行為

放置車両の有無と通報

ゴミ、汚損の状況

ゴミの投棄、落書き等の処理

上水道・外灯の状況

上水道の施設確認

外灯の球切れの確認※

後背空地の状況

放置物、ゴミの確認※

草の繁茂状況（状況により草刈り）

その他

廃棄物の処理

※異常がある場合は、市に通報すること

施設の安全性の定期的な点検

夜間の監視・点検等

〇〇漁港における日常管理の監視・点検項目

監視・点検項目

陸上施設（漁港施設用地等）



舶」に対して下関市漁港管理条例に基づき舶」に対して下関市漁港管理条例に基づき舶」に対して下関市漁港管理条例に基づき舶」に対して下関市漁港管理条例に基づき舶」に対して下関市漁港管理条例に基づき舶」に対して下関市漁港管理条例に基づき舶」に対して下関市漁港管理条例に基づき

①の禁止区域内であって、「漁船以外の船①の禁止区域内であって、「漁船以外の船①の禁止区域内であって、「漁船以外の船①の禁止区域内であって、「漁船以外の船①の禁止区域内であって、「漁船以外の船①の禁止区域内であって、「漁船以外の船①の禁止区域内であって、「漁船以外の船
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「漁船以外の船舶」を禁止物件として指定「漁船以外の船舶」を禁止物件として指定「漁船以外の船舶」を禁止物件として指定「漁船以外の船舶」を禁止物件として指定「漁船以外の船舶」を禁止物件として指定「漁船以外の船舶」を禁止物件として指定「漁船以外の船舶」を禁止物件として指定

した禁止区域。した禁止区域。した禁止区域。した禁止区域。した禁止区域。した禁止区域。した禁止区域。

②②②②②②②

①①①①①①①
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二見漁港係留区域指定図二見漁港係留区域指定図二見漁港係留区域指定図二見漁港係留区域指定図二見漁港係留区域指定図二見漁港係留区域指定図二見漁港係留区域指定図
縮尺　1：2,000縮尺　1：2,000縮尺　1：2,000縮尺　1：2,000縮尺　1：2,000縮尺　1：2,000縮尺　1：2,000
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舶」に対して下関市漁港管理条例に基づき舶」に対して下関市漁港管理条例に基づき舶」に対して下関市漁港管理条例に基づき舶」に対して下関市漁港管理条例に基づき舶」に対して下関市漁港管理条例に基づき舶」に対して下関市漁港管理条例に基づき舶」に対して下関市漁港管理条例に基づき

①の禁止区域内であって、「漁船以外の船①の禁止区域内であって、「漁船以外の船①の禁止区域内であって、「漁船以外の船①の禁止区域内であって、「漁船以外の船①の禁止区域内であって、「漁船以外の船①の禁止区域内であって、「漁船以外の船①の禁止区域内であって、「漁船以外の船
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「漁船以外の船舶」を禁止物件として指定「漁船以外の船舶」を禁止物件として指定「漁船以外の船舶」を禁止物件として指定「漁船以外の船舶」を禁止物件として指定「漁船以外の船舶」を禁止物件として指定「漁船以外の船舶」を禁止物件として指定「漁船以外の船舶」を禁止物件として指定

した禁止区域。した禁止区域。した禁止区域。した禁止区域。した禁止区域。した禁止区域。した禁止区域。

②②②②②②②

①①①①①①①

①①①①①①①

②②②②②②②

矢玉漁港係留区域指定図矢玉漁港係留区域指定図矢玉漁港係留区域指定図矢玉漁港係留区域指定図矢玉漁港係留区域指定図矢玉漁港係留区域指定図矢玉漁港係留区域指定図
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舶」に対して下関市漁港管理条例に基づき舶」に対して下関市漁港管理条例に基づき舶」に対して下関市漁港管理条例に基づき舶」に対して下関市漁港管理条例に基づき舶」に対して下関市漁港管理条例に基づき舶」に対して下関市漁港管理条例に基づき舶」に対して下関市漁港管理条例に基づき
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